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1．16年 9月中間期の連結業績（平成16年 4月1日～平成16年 9月30日）

(1)連結経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円未満切捨）

％ ％ ％ 

16年 9月中間期

15年 9月中間期

16 年 3 月 期

％ 　円　銭 　円　銭

16年 9月中間期 －

15年 9月中間期 －

16 年 3 月 期 －

(注)①持分法投資損益 16年9月中間期  　－百万円 15年9月中間期  　－百万円 16年3月期  　－百万円

    ②期中平均株式数（連結） 16年9月中間期15,085,308株 15年9月中間期15,137,055株 16年3月期15,127,428株

    ③会計処理の方法の変更 無

    ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

16年 9月中間期 74.6

15 年 9月中間期 76.5

16 年 3 月 期 76.4

(注）期末発行済株式数（連結） 16年9月中間期15,083,098株 15年9月中間期15,136,045株 16年3月期15,088,327株

(3)連結キャッシュ・フローの状況

16年 9月中間期

15年 9月中間期

16 年 3 月 期

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

 　連結子会社数 5社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

   連結（新規）       －社 （除外） －社 持分法（新規） －社 （除外） －社

2．17年 3月期の連結業績予想（平成16年 4月1日～平成17年 3月31日）

通    期

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）56円78銭

※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と

　異なる場合があります。

　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の4ページを参照して下さい｡

本社所在都道府県

17.4 

22.5 

　　百万円　

33,296

売　 上 　高

営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る

7424,572

　百万円
557

中 間（当 期）純 利 益

36.99

791 

売　上　高 営 業 利 益

△ 1.2 13.6 

8,800

1,544.01

5,160 

4,372 

1,550
百万円

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フローキ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

880

経 常 利 益

百万円

当 期 純 利 益

百万円

 中間決算短信（連結）

経 常 利 益

987
　百万円 　百万円 　百万円

8,605 1,064

△ 2,923 
  　百万円　　　百万円　 　　 百万円

405 3,305 

株　主　資　本 株主資本比率

１株当たり中間（当期）純利益

１株当たり株主資本総　 　資　 　産

期 末 残 高

    ％

1,684.64

23,288

1,630.98

　　 百万円
31,217

　　 　円　銭　　

1,881 25 △ 273 

32,252 24,686

862 △ 1,457 

25,441

△ 105 2,038 

4,626 653 840

455 30.10

50.78 

 百万円　　

現 金 及 び 現 金 同 等 物

△ 10.8 △ 13.5 △ 7.9 

△ 43.4 

1,456

潜  在  株  式  調  整  後１ 株 当 た り 中 間
（当 期）純 利 益
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　当社グループは、当社、子会社１０社及び関連会社１社で構成され、繊維製品の染色、整理加工及び不動産

賃貸事業を営んでおります。連結子会社であるソトー商事株式会社は当社グループの材料等の購入業務を行っ

ており、また、当社グループは、非連結子会社であるソトー興産株式会社他２社に染色、整理加工工程の一部

を委託し、ソトー興産株式会社他１社から設備を購入するとともに営繕業務の一部を委託しております。

　当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。な

お、事業の種類別セグメントと同一の区分であります｡

染色、整理加工事業

 当社及び連結子会社２社が各々独立して染色、整理加工を行っておりますが、各社の受注状況に応じ、一

部の工程を相互に応援することがあります。

不動産賃貸事業

 当社、連結子会社２社、非連結子会社１社、持分法非適用関連会社１社は独立して不動産賃貸事業を営ん

でおります。

　事業の系統図は次のとおりであります。

（染色、整理加工事業）

連結子会社 連結子会社

連結子会社 非連結子会社 非連結子会社

他２社 他１社

（不動産賃貸事業）

連結子会社

非連結子会社

持分法非適用関連会社

カンセン商事(株)

(株)東海羊毛会館

(株)ソトープラザ

企業集団の状況

ソトー商事(株) ソトー興産(株) ソトー興産(株)

得　　　　意　　　　先

営
　
　
繕

材
料
等

当　　社
(株)ソトーテクロス日本化繊(株)

関東整染(株)

当　社

外
注
加
工

設
　
　
備
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経 営 方 針 

 

１． 経営の基本方針 

  当社グループは、感性と技術を磨き、市場の求める新しい価値を創造し、顧客の満足を得る品質を提供 

することを使命とし、積極的かつ健全な経営で、株主、取引先から期待され、信頼される企業をめざすこ 

とを基本としております。 

２． 利益配分に関する基本方針 

  当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置づけております。 

  そのため、経営基盤の更なる強化を図り、安定配当を維持･向上することを基本とし、業績に裏づけられ 

 た成果配分としての配当を総合的に判断してまいりたいと考えております。 

  一方、内部留保金につきましては、今後予想される業界における競争激化に対処し、コスト競争力の向 

上や市場ニーズに応える設備投資、研究開発投資及び今後の中長期的な事業展開に十分に耐えられる水準 

に達しております。従いまして、当社の中核的事業の運営に支障をきたさない範囲で内部留保を取り崩す

こととし、既に発表いたしております利益還元策を着実に実行してまいります。 

 ３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、個人投資家層の拡大及び株式の流動性の向上を図ることを、資本政策上の重要課題と認識して

おります。 

投資単位の引下げにつきましては、今後の株式市場動向や当社の株価水準及び費用効果等を総合的に勘

案しつつ対処してまいります。 

４．目標とする経営指標 

  当社グループは、ＲＯＥ（株主資本利益率）５％以上を経営指標の目標として収益性･企業価値・資本効

率の向上に努めております。 

５. 中長期的な会社の経営戦略と課題 

積極的かつ堅実な経営を推進するため、グループをあげて次の項目を重点において経営を

展開しております。 

① 品質第一を基本に、更なる加工技術の強化を図り、魅力ある差別化加工を開発、提案し

ていきます。 

②  総コストの徹底した低減に努めていきます。 
③  活性化を図るため、能力･成果をより重視した人事制度を推進していきます。 

④  連結重視の視点からグループ総合力の向上を図るため、比較競争力の優劣を見極め、そ
の部門の強化及び見直しを行っていきます。 

⑤ 非繊維部門の拡充を図り、収益基盤を強化していきます。 

⑥ 資本効率の向上に努めていきます。 

６. コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況 

当社は法令を遵守し経営の透明性を確保してコーポレート･ガバナンスの充実に努めること

を経営の重要な課題と認識しております。 

取締役会を経営方針の意思決定機関及び業務監督機関として位置づけ、月１回開催するとと

もに、社長並びに社長が指名する取締役及び監査役で構成する経営会議を週１回行い、より

迅速に重要事項を審議決定しております。 

 また、グループの経営執行につきましても、各社より毎月報告を受け意思決定を行っております。 

  監査役は、常時取締役会のほか重要な会議にも出席して、取締役の業務執行を監査し、活

発な意見交換を行っております。 
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経営成績及び財政状態 

 

１.経営成績 

（１） 当中間期の概況 

当中間期におけるわが国経済は、輸出と民間設備投資の増加により企業収益は好調に

推移し、個人消費も徐々に上向くなど、景気は堅調に回復してまいりました。 

繊維業界におきましては、製品輸入の増加による国内生産の低下に歯止めがかからず、

更に天候不順のため衣料消費が低迷し、業界をとりまく環境は厳しい状況が続いておりま

す。 

このような情勢のなかで、当社グループは新たな加工技術の開発強化とコスト低減に

も積極的に取り組んでまいりました。 

この結果、当中間期における連結売上高は４５億７千２百万円（前年同期比１.２％減）、

経常利益は９億８千７百万円（前年同期比１７.４％増）、中間純利益は５億５千７百万

円（前年同期比２２.５％増）と減収増益となりました。 

当中間期の事業別概況につきましては次のとおりであります。 

染色、整理加工事業につきましては、梳毛織物がフォーマル物の増加により前年同期比

２４.１％増となりましたが、紡毛織物が起毛物の大幅な減少により前年同期比３７.３％

減、複合繊維織物が前年同期比２.８％減となったこと等により、売上高は４２億４千３

百万円（前年同期比２.４％減）、営業利益は５億３千５百万円（前年同期比６.４％減）

と減収減益となりました。 

 不動産賃貸事業につきましては、前期に新たに開始した賃貸物件が寄与したこと及び前

中間期に発生した店舗改修費用がなくなったことにより、売上高は３億２千８百万円（前

年同期比１８.５％増）、営業利益は２億７百万円（前年同期比１５４.８％増）と増収増益

となりました。 

（２）通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、米国景気減速懸念や中国の景気過熱抑制策の影響及び

原油相場の高騰による企業収益への圧迫等、日本経済をとりまく環境は予断を許さない状

況が予想されます。 

当業界におきましても、衣料消費の早期の回復は望めそうもなく、厳しい状況で推移

するものと思われます。 

当社グループといたしましては、このような情勢を直視して質重視の経営を推進する

ことを基本に、魅力ある差別化加工技術の開発と合わせ積極的な営業活動を展開するとと

もに、総コストの徹底した低減に努力を傾注し、事業の競争力向上を強力に推し進め、資

本効率の向上をはじめ経営全般にわたり改革を進めてまいる所存でございます。 

通期の連結業績見通しにつきましては、売上高８８億円（前年同期比２.３％増）、経

常利益１５億５千万円（前年同期比６.４％増）、当期純利益８億８千万円（前年同期比

１１.１％増）を予想しております。 
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２.財政状態 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が９億８千５百万円

となりましたが、法人税等の支払額が４億８百万円となったこと等により､４億５百万円

の増加（前年同期は８億６千２百万円の増加）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券および投資有価証券の売却による収

入が取得による支出を３３億２千１百万円上回ったこと等により、３３億５百万円の増加

（前年同期は１４億５千７百万円の減少）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により２９億２千３百万円の

減少（前年同期は１億５百万円の減少）となりました。 

この結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は、前連結会計年度末と比べ７億８

千８百万円増加し、５１億６千万円となりました。 

 

なお、キャッシュ・フローの指標の推移は以下のとおりであります。 

        平成 14 年

3 月期 

平成 15 年

3 月期 

平成 16 年

3 月期 

平成 16 年 

9 月中間期

株主資本比率      （％） 72.1 76.5 76.4 74.6 

時価ベースの株主資本比率（％） 23.0 33.9 67.9 78.6 

  株主資本比率：株主資本／総資産 

  時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算

出しております。 

 



（単位　千円）

構成比 構成比 構成比

％ ％ ％

908,108 922,473 978,951

1,811,572 1,543,122 1,383,746

2,496,598 5,203,842 5,097,017

219,396 218,958 177,432

207,376 230,940 226,527

116,536 137,697 39,025

△ 5,760 △ 3,506 △ 3,882

5,753,828 17.8 8,253,528 26.4 7,898,818 23.7

2,816,467 2,558,756 2,683,299

766,322 577,237 644,972

912,391 911,566 911,566

27,785 27,742 28,375

4,522,966 14.1 4,075,302 13.1 4,268,214 12.8

7,976 0.0 7,648 0.0 7,648 0.0

20,826,278 17,864,123 20,026,721

17,371 14,382 14,382

575,087 432,939 487,407

578,261 599,271 622,656

△ 29,735 △ 29,735 △ 29,735

21,967,262 68.1 18,880,981 60.5 21,121,432 63.5

26,498,205 82.2 22,963,932 73.6 25,397,295 76.3

32,252,033 100.0 31,217,461 100.0 33,296,114 100.0

2.

3.

4.

長 期 貸 付 金

固 定 資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

投資その他の資産合計

有 価 証 券

た な 卸 資 産

Ⅱ

投 資 有 価 証 券

無 形 固 定 資 産

(3) 投資その他の資産

1.

そ の 他

建 物 及 び 構 築 物

そ の 他

5.

6.

前 連 結 会 計 年 度

（資　産　の　部）

前中間連結会計期間末

（平成15年 9月30日現在）

　　科　目 金　　　　　額

Ⅰ

（平成16年 3月31日現在）

金　　　　　額

受取手形及び売掛金

繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金1.

2.

3.

4.

7. 貸 倒 引 当 金

機械装置及び運搬具

土 地

1.

2.

3.

流 動 資 産 合 計

中 間 連 結 貸 借 対 照 表

(2)

資 産 合 計

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

5. 貸 倒 引 当 金

4.

有形固定資産合計

当中間連結会計期間末

（平成16年 9月30日現在）

金　　　　　額

期　別
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（単位　千円）

構成比 構成比 構成比

％ ％ ％

260,263 270,673 204,976

306,971 277,252 375,536

297,183 291,013 270,299

437,769 443,388 372,446

1,302,187 4.0 1,282,328 4.1 1,223,258 3.7

1,128,638 979,490 1,058,923

274,614 129,517 289,468

3,202,442 3,299,565 3,299,565

295,235 861,966 643,297

153,333 120,948 136,776

5,054,263 15.7 5,391,488 17.3 5,428,031 16.3

6,356,451 19.7 6,673,816 21.4 6,651,290 20.0

1,209,035 3.8 1,255,158 4.0 1,202,940 3.6

3,124,199 9.7 3,124,199 10.0 3,124,199 9.4

2,744,053 8.5 2,744,455 8.8 2,744,455 8.2

17,964,256 55.7 15,828,096 50.7 18,202,338 54.7

876,492 2.7 1,693,804 5.4 1,464,308 4.4

△ 22,455 △ 0.1 △ 102,070 △ 0.3 △ 93,419 △ 0.3 

24,686,547 76.5 23,288,485 74.6 25,441,883 76.4

32,252,033 100.0 31,217,461 100.0 33,296,114 100.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金

役員退職慰労引当金

預 り 保 証 金

繰 延 税 金 負 債

Ⅰ 資 本 金

少 数 株 主 持 分

（ 少数株主持分 ）

4.

Ⅱ

3.

2.

3.

2.

資 本 合 計
負債・少数株主持分
及 び 資 本 合 計

負 債 合 計

（資　本　の　部）

Ⅱ 資 本 剰 余 金

Ⅴ 自 己 株 式

Ⅲ 利 益 剰 余 金

固 定 負 債 合 計

そ の 他

前中間連結会計期間末

（平成15年 9月30日現在）

金　　　　　額

未 払 法 人 税 等

流 動 負 債

1.

未 払 費 用

Ⅰ

買 掛 金

前 連 結 会 計 年 度

（平成16年 3月31日現在）

金　　　　　額

当中間連結会計期間末

（平成16年 9月30日現在）

金　　　　　額

期　別

5. 連 結 調 整 勘 定

　科　目

流 動 負 債 合 計

4.

退 職 給 付 引 当 金

（負　債　の　部）

固 定 負 債

1.
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（単位　千円）

1.

2.

3.

4.

1.

2.

3.

1.

2.

1.

2.

3.

4.

26,394

投資有価証券評価損 -

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

840,568

-

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

受 取 配 当 金

営 業 利 益

受 取 利 息

営 業 外 収 益

34,331

208,343

653,618

140,863

6,754

Ⅶ

そ の 他

そ の 他

0.4

仕 入 割 引

21,393Ⅴ 営 業 外 費 用

1,913

40,216 0.5

39,419

13,166

79.9

販売費及び一般管理費

売 上 原 価

売 上 総 利 益 930,720 20.1

277,101 6.0

百分比

期  別

680

（ （

7,016,0043,695,871

科　目
金　　　　　額 百分比 金　　　　　額金　　　　　額 百分比

)
自平成15年 4月 1日

至平成15年 9月30日

％

4,626,591

％

4,572,304売 上 高 100.0 8,605,927100.0

525,145 6.1

％

100.0

81.5

1,589,922 18.5

14.1

5.0

329,728

432,007

1,064,776 12.4

6,766

6.1

32,122 0.7

23,072

4.5 276,592

60,867

185,885

49,693

売 上 割 引 20,713 38,062

240

18.2

有 価 証 券 売 却 損 -

-

24,985 0.6

-     

1.3

- 34,331

1,681 0.0 113,726

27,398

455,669

10,181

固 定 資 産 処 分 損 -

815,583

322,334

0.6 25,000

17.6

29,748

7.0

0.2

528,689

985,521

0.3

1,375,207 16.0

6.2

0.3

-     32,365

-

30,487

中 間 連 結 損 益 計 算 書

1,456,568 16.9

0.4

21.6

Ⅵ 特 別 利 益

経 常 利 益

3,506,151 76.7

1,066,153 23.3

323,420 7.1

16.2

10,541

742,732

19,608

1,971

-

987,203

2.0

21.6

-

1,681

-

35,026 0.8

)
自平成15年 4月 1日

至平成16年 3月31日
（

299,625 6.6

92,898

当中間連結会計期間前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

)
自平成16年 4月 1日

至平成16年 9月30日

税金等調整前中間(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 9.29.8 12.2557,971 791,769

54,409公 開 買 付 対 応 費 用 -

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 24,98524,985 -

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 - - 1,878
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（単位　千円）

1.

2. 23,533

18,202,338 

557,971

2,908,680 196,055  

2,932,213

23,533   

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高 17,964,256 15,828,096

配 当 金 98,037

23,533役 員 賞 与

219,589  Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高 121,571

中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

)

  科　目
金　　　　　　　額 金　　　　　　　額

期　別

（
自平成15年 4月 1日

至平成15年 9月30日

前中間連結会計期間 前連結会計年度当中間連結会計期間

（
自平成16年 4月 1日

至平成16年 9月30日
)（
自平成15年 4月 1日

至平成16年 3月31日

402        

2,744,455

)

金　　　　　　　額

791,769  

2,744,053  

17,630,158 

402        

-

791,769  

557,971

17,630,158

2,744,455  

455,669

2,744,455

18,202,338

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 455,669

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高Ⅰ

（利益剰余金の部）

2,744,053  

Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高 -

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高

- -自 己 株 式 処 分 差 益

2,744,053
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（単位　千円）

   　　　　　　　　　期　　　別 自平成15年4月 1日 自平成16年4月 1日 自平成15年4月 1日

科　　　目 至平成15年9月30日 至平成16年9月30日 至平成16年3月31日

金     額 金     額 金     額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

1. 税金等調整前中間(当期)純利益 815,583 985,521 1,375,207 

2. 減 価 償 却 費 277,896 232,358 555,985 

3. 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 21,135 △ 376 19,257 

4. 退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額 △ 63,284 △ 79,433 △ 132,998 

5. 役員退職慰労引当金の減少額 △ 56,683 △ 159,950 △ 41,829 

6. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 175,195 △ 246,753 △ 369,148 

7. 有 形 固 定 資 産 売 却 益 -               -               △ 30,487 

8. 有 形 固 定 資 産 処 分 損 -               1,681           -               

9. 有 価 証 券 売 却 損 益 -               10,300          240             

10. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 -               -               34,331          

11. 売 上 債 権 の 増 減 額 △ 129,334 △ 159,376 298,492 

12. た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ 21,516 △ 41,526 20,447 

13. 仕 入 債 務 の 増 減 額 52,344 65,696 △ 2,941 

14. 未 払 費 用 の 増 減 額 10,405 20,713 △ 16,478 

15. 未 払 消 費 税 等 の 増 減 額 23,955 △ 6,181 14,912 

16. 役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 23,533 △ 23,533 △ 23,533 

17. そ の 他 △ 128,034 △ 32,657 △ 124,821 

小　　　　　計 603,739 566,483 1,576,633 

18. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 175,787 247,443 364,387 

19. 法人税等の支払額又は還付額 82,611 △ 408,030 △ 59,157 

862,137 405,896 1,881,864 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

1. 定 期 預 金 の 純 増 減 額 △ 2 △ 2 9,997 

2. 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 -               △ 2,555 -               

3. 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 825,000         701,487         1,365,807 

4. 有形固定資産の取得による支出 △ 18,640 △ 38,550 △ 38,035 

5. 有形固定資産の売却による収入 715             4               32,171          

6. 投資有価証券の取得による支出 △ 4,359,460 △ 1,201 △ 4,555,736 

7. 投資有価証券の売却による収入 2,115,539 2,623,848 3,176,121       

8. そ の 他 △ 20,795 22,640 34,807 

△ 1,457,643 3,305,671 25,132 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

1. 配 当 金 の 支 払 額 △ 98,037 △ 2,908,680 △ 196,055 

2. 少数株主への配当金の支払額 △ 4,833 △ 5,798 △ 4,833 

3. そ の 他 △ 2,432 △ 8,651 △ 72,995 

△ 105,304 △ 2,923,129 △ 273,884 

Ⅳ △ 700,810 788,437 1,633,112 

Ⅴ 2,739,438 4,372,550 2,739,438 

Ⅵ 2,038,628 5,160,988 4,372,550 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高

中間連結キャッシュ・フロー計算書

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

現 金 及 び 現金 同等 物の 期首 残高

営業活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

(

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

) (( ) )
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１． 連結の範囲に関する事項

連結子会社　　5社

非連結子会社　5社

非連結子会社5社の総資産、売上高及び持分に見合う中間純利益並びに利益剰余金等は、連結会社のそれぞ

れの合計額に対して僅少であり中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

２． 持分法の適用に関する事項

非連結子会社5社及び関連会社1社については、持分に見合う中間純利益が、連結会社の持分に見合う中間純

利益合計額に対して僅少であり、また利益剰余金等に及ぼす影響も軽微であるため、持分法を適用せず原価

法により評価しております。

３． 連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と同一であります。

４． 会計処理基準に関する事項

（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

：中間決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

：総平均法に基づく原価法

たな卸資産

先入先出法に基づく原価法

（２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産については、当社及び連結子会社3社は定率法を、また連結子会社1社は主として賃貸期

間を耐用年数とする定額法を採用しております。なお、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定額法によっております。

（３） 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

　念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

　基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

　なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による按

　分額を費用処理しております。

　また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

　（10年）による按分額を、それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金に充てるため、内規に基づく中間連結会計期間末要支給額を計上しております。

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

日本化繊㈱、㈱ソトーテクロス、㈱ソトープラザ、関東整染㈱、ソトー商事㈱

時価のある もの

時価のない もの
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（４）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

　原油価格スワップをヘッジ手段とし、重油をヘッジ対象としております。

ヘッジ方針

  当社経営会議で承認された基本方針に従って、経理部が取引の管理・実行を行っており、経営会議

　に定期的に報告しております。また、取引の契約先は、信用度の高い金融機関に限定しております｡

ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フ

　ローの変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎に判断しております。

（６）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

５． 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取

得日から 3ヶ月以内に満期日又は償還期限の到来する短期投資からなっております｡
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注 記 事 項
（中間連結貸借対照表関係）

    （前中間期）     （当中間期）     （前　　期）

１．有形固定資産の減価償却累計額 16,462,889 千円 16,924,691 千円 16,728,676 千円

２．受取手形割引高 300,315 千円 340,337 千円 320,106 千円

３．担保資産 1,716,272 千円 1,544,732 千円 1,628,439 千円

対応債務 3,176,661 千円 3,176,661 千円 3,176,661 千円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間(期末)連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

    （前中間期）     （当中間期）     （前　　期）

現金及び預金勘定 908,108 千円 922,473 千円 978,951 千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 108,002 千円 △ 98,004 千円 △ 98,002 千円

追加型公社債投資信託 1,238,522 千円 4,336,520 千円 3,491,601 千円

現金及び現金同等物 2,038,628 千円 5,160,988 千円 4,372,550 千円

 (リース取引関係)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

    （前中間期）     （当中間期）     （前　　期）

64,710 千円 - 千円 - 千円

58,811 千円 - 千円 - 千円

5,899 千円 - 千円 - 千円

（２）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

5,899 千円 - 千円 - 千円

- 千円 - 千円 - 千円

5,899 千円 - 千円 - 千円

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

6,471 千円 - 千円 12,370 千円

6,471 千円 - 千円 12,370 千円

（４）減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており

  ます。

（５）上記注記は、有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める未経過リース料中間期末(期末)残高の割合

  が低いため、支払利子込み法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
（貸主側）

未経過リース料     （前中間期）     （当中間期）     （前　　期）

508,291 千円 236,891 千円 488,037 千円

276,391 千円 39,500 千円 42,500 千円

784,683 千円 276,391 千円 530,537 千円

１ 年 内

１ 年 超

合 計

１ 年 超

合 計

減 価 償 却 費 相 当 額

取 得 価 額 相 当 額

減価償却累計額相当額

中間期末(期末)残高相当額

支 払 リ ー ス 料

１ 年 内
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（平成15年4月1日～平成15年9月30日） （単位　千円）

セグメント　 染色、整理加工不 動 産 賃 貸 消 去 又 は
事 業事 業 全 社

(1) 外部顧客に対する売上高 4,349,100 277,490 4,626,591 - 4,626,591

(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部 - - - - -

売 上 高 又 は 振 替 高

4,349,100 277,490 4,626,591 - 4,626,591

3,776,732 196,240 3,972,972 - 3,972,972

572,368 81,250 653,618 - 653,618

当中間連結会計期間（平成16年4月1日～平成16年9月30日） （単位　千円）

セグメント　 染色、整理加工不 動 産 賃 貸 消 去 又 は
事 業事 業 全 社

(1) 外部顧客に対する売上高 4,243,567 328,736 4,572,304 - 4,572,304

(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部 - - - - -

売 上 高 又 は 振 替 高

4,243,567 328,736 4,572,304 - 4,572,304

3,707,867 121,704 3,829,571 - 3,829,571

535,700 207,032 742,732 - 742,732

前連結会計年度（平成15年4月1日～平成16年3月31日） （単位　千円）

セグメント　 染色、整理加工不 動 産 賃 貸 消 去 又 は
事 業事 業 全 社

(1) 外部顧客に対する売上高 8,002,559 603,368 8,605,927 - 8,605,927

(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部 - - - - -

売 上 高 又 は 振 替 高

8,002,559 603,368 8,605,927 - 8,605,927

7,219,084 322,066 7,541,150 - 7,541,150

783,474 281,302 1,064,776 - 1,064,776

（注）１．事業区分は、産業分類を勘案して区分しております。

  ２．各事業の内容は次のとおりであります。

２．所在地別セグメント情報

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、本邦以外の国又は地域に所在する連結

 子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

３．海外売上高

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、本邦以外の国又は地域における売上が

 ないため、該当事項はありません。

不 動 産 賃 貸 事 業… … 量 販 店 に 対 す る 店 舗 の 賃 貸 等

連 結

計

　科　　目
計 連 結

営 　業 　費 　用

営 　業 　利 　益

計 連 結
　科　　目

計

営 　業 　費 　用

営 　業 　利 　益

売　上　高

計

売　上　高

　科　　目

売　上　高

計

営 　業 　費 　用

営 　業 　利 　益

… … 繊 維 製 品 の 染 色 、 整 理 加 工染 色 、 整 理 加 工 事 業
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 (有価証券関係)

１．その他有価証券で時価のあるもの  （単位 千円）

中 間 連 結 中 間 連 結 連 結
貸借対照表 貸借対照表 貸借対照表
計 上 額 計 上 額 計 上 額

(1) 株 式 1,698,633 3,847,505 2,148,872 1,857,151 5,347,114 3,489,963 1,857,151 5,017,416 3,160,265

(2) 債 券

 社      債 1,892,277 1,914,758 22,481 794,486 810,712 16,225 1,493,509 1,512,973 19,464

 そ  の  他 11,141,153 10,561,776 △ 579,377 9,485,435 8,977,788 △ 507,647 9,985,794 9,347,181 △ 638,613

(3) そ の 他 5,605,022 5,552,717 △ 52,304 3,467,681 3,422,564 △ 45,117 5,600,870 5,581,300 △ 19,570

20,337,087 21,876,757 1,539,670 15,604,755 18,558,179 2,953,423 18,937,326 21,458,872 2,521,546

２．時価評価されていない主な有価証券

 （単位 千円）

合              計 

 (デリバティブ取引関係)

　前中間連結会計期間（自平成15年4月1日　至平成15年9月30日）

　　当社グループは、ヘッジ会計を適用しているので、記載を省略しております。

　当中間連結会計期間（自平成16年4月1日　至平成16年9月30日）

　　当社グループは、ヘッジ会計を適用しているので、記載を省略しております。

　前連結会計年度（自平成15年4月1日　至平成16年3月31日）

　　当社グループは、ヘッジ会計を適用しているので、記載を省略しております。

非上場株式(店頭売買株式を除く)

追 加 型 公 社 債 投 資 信 託

（平成15年9月30日現在）

前中間連結会計期間

内　　　容

取 得 原 価
区　　　分

152,804

1,238,522

中 間 連 結

そ の 他 有 価 証 券

計

（平成15年9月30日現在）

（平成16年9月30日現在）

差       額 差       額

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

取 得 原 価 取 得 原 価 差       額

（平成16年3月31日現在）

中 間 連 結

前連結会計年度
（平成16年3月31日現在）

当中間連結会計期間
（平成16年9月30日現在）

連 結
貸 借 対 照 表 計 上 額

152,804

1,391,326

4,336,520

4,489,324

3,491,601

3,644,405

152,804

貸 借 対 照 表 計 上 額貸 借 対 照 表 計 上 額
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期　別

区　分 数　　量 構成比 数　　量 構成比 数　　量 構成比

千米 ％ 千米 ％ 千米 ％

梳 毛 織 物 5,313       24.8 5,675       26.9 8,978       22.3

紡 毛 織 物 2,800       13.0 1,829       8.7 3,948       9.8

複 合 繊 維 織 物 7,884       36.7 8,322       39.4 17,103      42.5

編 物 5,480       25.5 5,280       25.0 10,215      25.4

21,480      100.0 21,107      100.0 40,245      100.0

期　別

区　分 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

梳 毛 織 物 917,072     19.8 1,138,029   24.9 1,610,932   18.7

紡 毛 織 物 754,872     16.3 473,011     10.3 1,048,018   12.2

複 合 繊 維 織 物 1,371,961   29.7 1,333,254   29.2 2,940,375   34.2

編 物 1,305,194   28.2 1,299,272   28.4 2,403,232   27.9

4,349,100   94.0 4,243,567   92.8 8,002,559   93.0

277,490     6.0 328,736     7.2 603,368     7.0

4,626,591   100.0 4,572,304   100.0 8,605,927   100.0

前連結会計年度

染 色 、 整 理 加 工 事 業

不 動 産 賃 貸 事 業

合　　　　　　　計

売 上 数 量 明 細 表

前中間連結会計期間 前連結会計年度

小　　　　　　　計

染 色 、 整 理 加 工 事 業

合　　　　　　　計

売 上 高 明 細 表

 前中間連結会計期間

 当中間連結会計期間

 当中間連結会計期間
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